
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

    

総務部 財政課 

課長：奥田 隆則  担当：伊藤 一紀

電話：026-235-7039（直通） 

    026-232-0111（内線 2062） 

FAX：026-235-7475 

E-mail：zaisei@pref.nagano.jp 

２月県議会定例会に提出する平成２２年度当初予算案につきまして､現在

知事査定を行っております。 

１月 29 日に行った知事査定で内容が固まった事業の概要を別紙のとおり

お知らせいたします。 

今後、知事査定結果を速報として随時お知らせしますが､当初予算案全体

の概要は、２月８日（月）の部局長会議で決定した上で発表する予定です。 

長野県（総務部）プレスリリース 平成 22 年（2010 年）２月１日

平成２２年度当初予算の知事査定結果《速報(第２回)》について 



部　局　名 ： 企　画　部

長野県魅力発信事業費 9,380

・
・
・

企画課 ・
  FAX　026-235-7471 ［8,776］
  E-mail　kikaku@pref.nagano.jp

子ども・子育て応援事業費 29,068

企画課
  FAX　026-235-7471 ［7,484］
  E-mail　kikaku@pref.nagano.jp

消費生活安定向上事業費 131,060

生活文化課消費生活室
 FAX 026-223-6771 ［28,231] 
 E-mail shohi@pref.nagano.jp

長野県短期大学のあり方に 755
関する検討事業費

企画課
  FAX　026-235-7471 ［522] 
  E-mail　kikaku@pref.nagano.jp

　県民が一体となり総合的な少子化対策を進める
ため、「ながの子ども・子育て応援県民会議」を通じ
た幅広い分野のネットワークにより、連携と協働に
よる子育て支援の取組を推進します。

　　・企業・店舗等による子育て家庭優待サービス
　　・男性の子育て参加の促進
　　・団体間のネットワークによる結婚支援
　　・県民に対する子育て応援の情報発信

　（一部　安心こども基金活用事業）

　消費者の自立に向けた相談・啓発の充実、住民
に身近な市町村の相談機能の強化支援により、消
費生活の安定と向上を図ります。

　・多様な広報媒体を活用した啓発の実施
　・市町村相談員や担当職員に対する助言・支援
    を充実する「市町村消費生活相談支援員」の
　　配置

　（一部　消費者行政活性化基金活用事業）

広報印刷物のデザイン制作支援

　高等教育機関を取り巻く環境が大きく変化する
中、長野県短期大学が県民のニーズに応えられる
よう、経済界や教育関係者などの有識者検討委員
会により、その目指すべき方向性について検討し
ます。

事　　　業　　　内　　　容

　長野県の魅力を県内外へ効果的に情報発信す
ることにより、特産品、観光地、居住地の各分野で
「選ばれる長野県」を目指します。

コンビニ内ミニアンテナショップの開設・運営
長野県魅力発信ブログの運営
長野県メールマガジン「週刊信州」の発行

事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）
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事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

2010サイトウ・キネン・フェス 50,000
ティバル松本開催事業費

   ・ 期　 間　平成22年８月10日（火）～９月10日（金）
   ・ 会　 場　長野県松本文化会館（松本市）ほか
   ・ 公演数　14公演（予定）

生活文化課
 FAX 026-234-6579 ［50,000] 
 E-mail seibun@pref.nagano.jp

県民文化会館・ウィーン楽友 5,000
会館姉妹提携事業費

   ・ 期　 間　平成22年９月（予定）
   ・ 会　 場　ホクト文化ホール（長野県県民文化

　　 会館）ほか

生活文化課
 FAX 026-234-6579 ［5,400] 
 E-mail seibun@pref.nagano.jp

文化施設改修事業費 313,226

生活文化課 　※このほかに、平成21年度１月補正予算において
 FAX 026-234-6579 ［210,938] 　　 6,300千円を前倒しして計上しています。
 E-mail seibun@pref.nagano.jp

　新たな公益サービスの担い手であるＮＰＯ活動を
ＮＰＯ法人設立支援等研修 489 支援するため、法人設立や会計等に関する研修・
・相談事業費 相談会を各地方事務所単位で実施します。

生活文化課ＮＰＯ活動推進室
 FAX 026-232-2234 ［0] 
 E-mail npo@pref.nagano.jp

　「長野県行政手続等における情報通信の技術の
ＮＰＯ法人情報公開推進 5,718 利用に関する条例」に基づき、ＮＰＯ法人の事業報
事業費 告書等の閲覧書類や申請に係る縦覧書類等をイン

ターネット上で公開するための情報提供システムを
構築します。

　（雇用基金活用事業）
生活文化課ＮＰＯ活動推進室
 FAX 026-232-2234 ［0] 
 E-mail npo@pref.nagano.jp

　県立文化施設の改修により、利用者が安全で快
適に文化芸術に親しむことができる環境を提供し
ます。

　2010サイトウ・キネン・フェスティバル松本を共催
します。

　ホクト文化ホール（長野県県民文化会館）とウィー
ン楽友会館との姉妹提携事業を共催します。

新

新
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事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

　社会経済情勢の変化に対応し、男女共同参画社
第３次長野県男女共同参画 1,632 会の実現に向けた施策を推進していくため、第３次
計画策定事業費 長野県男女共同参画計画を策定します。

　　計画期間　平成23～27年度（５か年計画）

人権・男女共同参画課
 FAX 026-235-7389 ［1,457] 
 E-mail jinken-danjo@pref.nagano.jp

　離職した外国籍県民の再就職を支援するため、
外国籍県民に対する生活 28,888 母国語教室等と連携して日本語指導を実施するとと
支援事業費 もに、多言語相談員の配置、法律・行政相談会の開

催、外国籍児童生徒の就学支援等、外国籍県民の
生活への支援を実施します。

　（一部　雇用基金活用事業）
人権・男女共同参画課
 FAX 026-235-7389 ［13,776] 
 E-mail jinken-danjo@pref.nagano.jp

信州まつもと空港活性化等 61,498
対策事業費

交通政策課
 FAX 026-235-7396 ［23,834］
 E-mail kotsu@pref.nagano.jp

信州まつもと空港滑走路等 14,400
再舗装実施設計事業費

交通政策課
 FAX 026-235-7396 ［0］
 E-mail kotsu@pref.nagano.jp

　１　ＦＤＡ信州まつもと空港就航特別対策事業
　　補助金
　　　　就航に向けた旅客用カウンターなどの初期
　　 投資を支援

　２　信州まつもと空港利用促進協議会負担金
　　　　市町村や関係団体等と連携し、利用促進策
　　 を充実・強化

　新たに就航することとなった㈱フジドリームエアラ
インズ（ＦＤＡ）の円滑な就航に向けて必要となる初
期投資への支援を行うとともに、利用促進策の充
実・強化を図ります。

   安全で快適な航空事業の確保を図るため、老朽
 化した滑走路等の全面再舗装工事に向けた実施
 設計を行います。

新

新
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事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

地方バス路線等支援対策 104,522
事業費

交通政策課
 FAX 026-235-7396 ［110,162] 
 E-mail kotsu@pref.nagano.jp

長野県デジタルアーカイブ 42,565
推進事業費

情報統計課
  FAX　026-235-0517 ［24,977] 
  E-mail　joho@pref.nagano.jp

情報システム適正化推進 757
事業費

情報統計課情報システム推進室

  FAX　026-235-0517 ［5,274] 
  E-mail　infosys@pref.nagano.jp

中期総合計画主要施策等 752
評価事業費

政策評価課
 FAX 026-235-7471 ［571] 
 E-mail seisaku-hyoka@pref.nagano.jp

　地方バス路線等の維持・存続に向け、バス事業
者への支援や利用促進に向けた取組を進めます。

　１　地方バス運行対策費補助金
　  　  複数市町村にまたがる広域的・幹線的なバ
      ス路線の維持・存続を図るため、乗合バス事
      業者に対し支援します。
　
　　　　・運行欠損費及び車両償却費への助成
　　　　・経営改善による費用削減や利用促進が
　　　　　図られた場合に助成

　２　人・環境にやさしい利用促進型バス導入費
     補助金
　　    国、市町村と協調し、低床・低公害バスの導
      入に対して助成し、バスの利用促進、イメージ
      アップ及び地球温暖化防止を図ります。

　３　「乗って残す、乗って活かす公共交通」県民
     大会開催事業
　　  　公共交通の重要性等を広く県民に伝え、利
　　　用促進に向けた意識の醸成を図ります。

　長野県の持つ社会的資産をデジタル情報として
次代へ継承するため、県所蔵物のデジタル化や地
域文化の映像を記録するほか、その利用を促進す
るため、地域映像上映会を開催します。

　（一部　雇用基金活用事業）

　ファイルサーバの統合等により情報システムの適
正化を行い、情報システムの運用コストの削減や業
務の効率化を図ります。

　中期総合計画の着実な推進を図るとともに、県民
に対する説明責任を果たすため、中期総合計画に
掲げた主要施策等の実施状況について客観的で
的確な評価を実施し、その結果を施策等に適切に
活用します。
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部　局　名 ： 社　会　部

地域福祉総合助成金交付 300,000
事業費

　・ 事業主体　市町村
　・ 補助率　1/2以内
　・ 事業内容
　　１　安心生活支援事業

　　２　障害者支援事業

　　３　子育て支援事業

地域福祉課
  FAX  026-235-7485 　　４　市町村提案事業

［300,000］

福祉人材確保対策事業費 659,868

　１　働きやすい職場づくりの推進

　２　求人・求職のマッチング支援

　３　多様な人材の参入の促進

　４　潜在的有資格者等の就業促進

地域福祉課 　５　県福祉人材研修センターの運営
  FAX  026-235-7485

［184,930］

事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

　働きながら介護福祉士等資格を取得する介
護雇用プログラムや就職希望者への職場体験
を実施するとともに、複数事業所が連携して行
う求人活動等への支援を行います。
　（一部 障害者自立支援対策臨時特例基金、
　 雇用基金活用事業）

　社会福祉施設従事者に対する必要な知識
や専門技術に関する研修、無料職業紹介事
業などを実施します。
　（一部　安心こども基金活用事業）

事　　　業　　　内　　　容

　産休・育休職員や研修等に参加する際の代
替職員を確保し、福祉・介護施設の職員の資
質向上を図ります。
　（一部　雇用基金活用事業）

　養成校等が実施する事業所向けのキャリア
アップ支援研修への助成や、キャリア支援専
門員による求職者の職場開拓等を実施しま
す。
　（障害者自立支援対策臨時特例基金活用
　 事業）

　市町村が行う地域福祉の充実に資する次の事業
に対し助成します。

　福祉人材の確保・定着を促進するため、次の事
業を長野県福祉人材研修センター及び介護福祉
士養成校等において実施します｡

　　宅老所の整備・防災機能の強化、高齢者
　や障害者の住宅のバリアフリー化等

　　心身障害児（者）の介護者の負担を軽減
　するための一時的な預かりや余暇活動の支
　援等

　　児童クラブや低年齢児保育事業所の運
　営、施設の代替職員の雇用や認可外保育
　施設の整備・運営等

　　身近な福祉を充実するため地域の特性に
　応じて実施する事業

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

　福祉人材を確保するため、潜在的な有資格
者の再就業支援研修等を実施します。
　（障害者自立支援対策臨時特例基金活用
　 事業）

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

住民支え合い活動支援事業 11,363
補助金

　・ 事業主体　長野県社会福祉協議会
　・ 補助率　1/2以内
　・ 事業内容
　　１　地域づくり活動の中心となる人材の養成

　
地域福祉課 　　２　地域の支え合い活動の支援
  FAX  026-235-7485

［12,288］

日常生活自立支援事業補助金 55,771

　・ 事業主体　長野県社会福祉協議会
　・ 補助率　1/2以内
　・ 事業内容
　　１　福祉サービスの利用援助

　　２　権利擁護研修

地域福祉課
  FAX  026-235-7485 　　３　成年後見制度移行支援

［53,700］

中国帰国者支援事業費 100,941

　１　中国帰国者地域生活支援事業 

　２　中国帰国者援護事業

　３　中国帰国者支援給付金支給事業

地域福祉課
  FAX  026-235-7485 　４　中国帰国者愛心使者事業

［100,063］

　　人口減少や高齢化が著しく進んでいる過
　疎・中山間地域におけるマップづくり等の支
　援やフォーラムの開催

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

　認知症高齢者や知的障害者の福祉サービスの
利用手続きの代行や日常的な金銭管理を行う事
業に助成します。

　　専門員による利用契約の締結及び生活支
　援員による手続き代行・金銭管理

　　地域福祉ワーカー及び地域支え合い活動
　協力員の養成研修の実施

　　市町村、社会福祉協議会、地域包括支援
　センター、ＮＰＯ法人等の関係団体職員に
　対する権利擁護研修会の開催

　　成年後見制度移行の適否判断を行う審査
　会の開催や、ケア会議等への専門家派遣

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

　災害時住民支え合いマップづくりの支援などを通
じて進めている地域づくり活動に助成します。

　中国残留邦人等の帰国及び定着支援を実
施します。

　老後の生活の安定を図るため、生活支援給
付金等を支給します。

　中国帰国者が安心して自立した生活ができるよ
う、次の支援事業を実施します。

　地域での自立した生活を支援するため、生
活相談や日本語学習の場を提供します。

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

　老齢基礎年金の満額支給対象外の者に対
して、月３万円の給付金を支給します｡
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

　１　生活保護費
生活保護費 2,346,773

地域福祉課 　２　生活保護法第73条県費負担金
  FAX  026-235-7485

［2,401,944］

生活困窮者総合支援事業費 947,370

　１　住宅手当等緊急特別措置事業

　２　生活福祉資金貸付事業

地域福祉課
  FAX  026-235-7485

［36,468］ 　・ 事業主体　長野県社会福祉協議会
　・ 補助率　　 定額
　（一部　雇用基金活用事業）

地域生活定着支援事業費 7,977

地域福祉課
  FAX  026-235-7485

［0］

女性保護事業費 26,800

　１　女性保護･相談事業

　２　ＤＶ被害者緊急避難支援事業

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390 　３　人身取引被害者支援事業

［24,974］

　失業者や低所得者等の生活立直しや就労支援
のニーズに的確に対応するため、次の事業を実施
します。

　生活保護法による被保護世帯に対し、生活
扶助等を実施します。

　ＤＶ被害者などの相談や保護を行い、自立に向
けて支援します。

　要保護女子の相談、保護及び生活指導等を
行います。
　（一部　雇用基金活用事業）

　高齢又は障害を有するため、福祉的支援を必要
とする刑務所等入所者に対し、出所後直ちに必要
な福祉サービスにつなげる準備を行う「地域生活
定着支援センター」を設置し、社会復帰及び再犯
防止を支援します。

　居住地がないか又は明らかでない被保護者
について市が支弁した生活保護費のうち、４分
の１の費用を負担します。

　離職者等の住宅や就労機会を確保するた
め、住宅手当の支給や支援員による就労支援
等を実施します。
　（雇用基金活用事業）

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

　失業等により生活に困窮している低所得世
帯等の就業・自立を効果的に支援するため、
生活福祉資金を柔軟・迅速に貸し付ける経費
に対して助成します。

　ＤＶ被害者が、緊急時に安全に避難できる
場所を確保します。

　人身取引被害者を保護し、関係機関との連
携により帰国を支援します。

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

新
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

ひとり親家庭就業・自立支援 27,096
事業費

　１　就業・自立支援センター事業

　２　職業能力開発事業

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390

［18,012］

社会福祉施設等整備事業 8,677,847
補助金

１　創設、改築等
 <老人福祉施設>
　・ 広域型特別養護老人ホーム等
　・ 小規模特別養護老人ホーム等
 <障害福祉施設>
　・ 身体障害者入所授産施設
　・ 知的障害者入所更生施設
　・ 就労継続支援Ｂ型
　・ 障害者グループホーム

地域福祉課  <児童福祉施設>
  FAX  026-235-7485 　・ 保育所

　・ 認定こども園
　・ 児童厚生施設
　・ 放課後児童クラブ室

長寿福祉課
  FAX  026-235-7394
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

障害福祉課
  FAX  026-234-2369 ２　耐震化・スプリンクラー整備

 <老人福祉施設>
　・ 広域型特別養護老人ホーム等
 <障害福祉施設>

障害者自立支援課 　・ 知的障害者入所更生施設等
  FAX  026-234-2369  <児童福祉施設>

　・ 乳児院
 <救護施設>
　・ 救護施設

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390

［1,257,343］

1か所

　就業や養育費確保に向けた相談・支援を行
うとともに、就業に有利な資格等を取得するた
めの講座を開催します。

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

　職業能力開発のための講座を受講する者に
対する自立支援教育訓練給付金や、看護師
等の養成機関に修業する者に対する高等技
能訓練促進費の支給により、母子家庭の母等
の資格取得を支援します。

　母子家庭の母等の自立に向けて、就業支援を行
います。

29か所

10か所

1か所

3か所

　（一部　介護基盤緊急整備等臨時特例基金、
　  安心こども基金活用事業）

2か所

25か所

3か所
1か所

1か所

12か所

　社会福祉施設等の創設・改築等や、耐震化・スプ
リンクラー整備に対して助成します。

95か所

1か所

　（一部　介護基盤緊急整備等臨時特例基金、
　 社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金活用
　 事業）

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

20か所
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

認知症高齢者支援事業費 19,896

　１　認知症地域支援体制構築等推進事業

　２　認知症地域ケア研修事業

　３　認知症地域医療支援事業

　４　認知症介護指導者養成事業

　５　認知症コールセンター事業
長寿福祉課
  FAX  026-235-7394 ［21,002］
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

介護給付費負担金 21,945,146

　・ 介護給付費見込額
　・ 県負担割合　
　

長寿福祉課
  FAX  026-235-7394 ［21,176,337］
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

地域支援事業交付金 688,072

　・ 事業主体　市町村
　・ 事業内容

長寿福祉課 　　１　介護予防事業
  FAX  026-235-7394 ［673,513］ 　　２　包括的支援事業
  E-mail  choju@pref.nagano.jp 　　３　任意事業

　 地域のかかりつけ医に対し、認知症に関す
る研修を実施します。

施設サービス　17.5％

　要支援・要介護状態になる前からの介護予防を
推進するとともに、地域における総合的な相談・支
援体制等を強化するため、市町村が行う地域支援
事業について、その費用の一部を負担します。

　市町村等保険者の介護給付等に要する費用の
一部を負担します。

149,844,894千円
居宅サービス　12.5％

 　認知症コールセンターを設置し、様々な電
話相談に応じるほか、研修会を開催します。

 　地域や介護施設において、認知症介護の
指導者となる人材を養成します。

 　モデル地域において、認知症高齢者を地域
で支える体制づくりを行い、その成果を紹介し
ます。

 　市町村が行う医療・介護・福祉関係者や自
治会等に対する研修に対して助成します。

　認知症高齢者が、住み慣れた地域で安心して暮
らすことができるよう、医療・介護・福祉の充実と連
携による総合的な支援を行います。

9



事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

介護職員処遇改善等臨時特例 3,862,474
基金事業費

　１　介護職員処遇改善交付金事業

長寿福祉課 　２　施設開設準備経費等支援特別対策事業
  FAX  026-235-7394 ［0］
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

　（介護職員処遇改善等臨時特例基金活用事業）

地域・在宅ケア推進事業費 25,649

　２　訪問看護師養成就労支援事業

福祉政策課 　（雇用基金活用事業）
  FAX  026-235-7485
  E-mail  fukushi-seisaku@pref.
              nagano.jp 　３　高齢者口腔ケア推進事業

長寿福祉課
  FAX  026-235-7394 ［0］
  E-mail  choju@pref.nagano.jp 　（雇用基金活用事業）

　介護職員の処遇改善に取り組む事業者に対
して助成

　介護施設を新規開設や増床する場合の準
備経費に対して助成

　市町村等職員に対する研修や、介護保険施
設職員等に対する実地指導を行い、高齢者の
口腔ケアの推進を図ります。

　医療や介護が必要になっても、高齢者が地域で
安心して、その人らしい生活ができるよう支援する
ため、次の事業を実施します。

　１　医療・福祉連携によるリハビリ及び地域ケア
　　　充実事業
　本県におけるリハビリのあり方や人材育成、
地域ケア体制などについて、地域医療再生計
画とも連携し、医療・福祉及び行政関係者によ
り調査・検討を行うとともに、支援策の事業化を
図り、希望する方が可能な限り地域で暮らし続
けられるような体制整備の支援を行います。

　在宅での看護人材を養成し、訪問看護師と
しての正規雇用を支援します。

　介護職員の処遇改善への取組や、介護施設の
開設準備に対して助成します。

新
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

障害者自立支援給付等事業費 7,708,992

　１　自立支援給付事業
　・ 事業主体 市町村
　・ 負担率 1/4
　・ 主な事業 居宅介護事業

施設訓練等事業
グループホーム事業
更生医療給付事業

　２　市町村地域生活支援事業
　・ 事業主体 市町村
　・ 補助率 1/4以内
　・ 主な事業 日常生活用具給付等事業

障害福祉課 移動支援事業
  FAX  026-234-2369

日中一時支援事業

障害者自立支援課 　３　障害児施設給付等事業
  FAX  026-234-2369 ［7,252,855］ 　・ 事業主体 県

　・ 負担率 1/2

障害者自立支援対策臨時特例 1,873,486
基金事業費
（一部再掲）

　１　事業者に対する運営の安定化等を図る措置
　・ 事業者報酬保障による運営の安定化
　・ 通所サービスの利用促進　等

障害福祉課 　２　障害者自立支援法の円滑な実施に向けた措置
  FAX  026-234-2369 　・ 施設改修等の基盤整備

　・ 障害者の地域移行に向けた支援　等

　３　福祉・介護人材の処遇改善を図る措置
障害者自立支援課
  FAX  026-234-2369

［707,002］
　（障害者自立支援対策臨時特例基金活用事業）

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

　・ 職員の処遇改善に取り組む事業者に対
　　する助成

　障害者自立支援法に基づく支援を円滑に行うた
め、利用者及び事業者への特別対策を実施しま
す。

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp

　自立支援給付費及び障害児施設に対する措置
費・給付費の負担を行うとともに、市町村が実施す
る地域生活支援事業に対し助成します。

地域活動支援センター機能
強化事業

11



事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

高次脳機能障害者総合支援 9,412
事業費
（障害者職場実習促進事業
　一部再掲）

　 　・ 拠点病院 佐久総合病院
相澤病院
健和会病院

障害福祉課 総合リハビリテーションセンター
  FAX  026-234-2369

［6,219］

障害者職場実習促進事業費 16,417

　・ 障害者短期トレーニングの促進
福祉政策課 　・ 障害者就業支援セミナーの開催
  FAX  026-235-7485 　・ 高次脳機能障害者の職場体験実習の実施
  E-mail  fukushi-seisaku@pref. 　・ 県機関における直接雇用（チャレンジ雇用）
             nagano.jp

障害福祉課
  FAX  026-234-2369

障害者自立支援課
  FAX  026-234-2369 ［0］

障害者相談支援事業費 213,644

　
　 　・ 配置者 障害児療育コーディネーター

障害者生活支援ワーカー
障害者自立支援課 障害者就業支援ワーカー
  FAX  026-234-2369 ［213,132］ 障害者再チャレンジ支援ワーカー

　（一部　雇用基金活用事業）

　（一部　障害者自立支援対策臨時特例基金、
　 雇用基金活用事業）

　脳に障害を受け社会生活に支障をきたしている
高次脳機能障害者及びその家族に対し、相談支
援コーディネーターの拠点病院への配置、社会復
帰・就労復帰に向けた訓練や職場体験実習等の
実施により総合的に支援します。

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp

　（一部　障害者自立支援対策臨時特例基金活用
　 事業）

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp

　障害者の一般就労の促進を図るため、一般事業
所での職場体験実習を行う障害者等に対する支
援を行います。

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

　障害者が安心して地域で暮らせるように、国の障
害者就業・生活支援センター事業を活用しながら、
身体・知的・精神の３障害に対応する圏域ごとの障
害者総合支援センターにコーディネーター等を配
置します。

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

相談支援体制整備推進アドバイ
ザー

新
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

精神障害者退院支援事業費 38,054

　・ 退院支援コーディネーターの配置
　・ 普及啓発等の研修実施
　・ 障害者が互いに支え合う活動を支援

障害者自立支援課
  FAX  026-234-2369 ［38,504］

福祉就労強化事業費 54,686

　・ 工賃アップ推進員の配置
　・ 福祉就労コーディネーターの配置
　・ 民間の専門技能活用支援
　・ 施設外授産活動の促進

障害者自立支援課 　・ 販売促進員の配置
  FAX  026-234-2369 　・ インターネットを活用した販路拡大

［43,608］
　（一部　雇用基金活用事業）

県立情緒障害児短期治療施設 778,399
（松本あさひ学園）建設事業費

　・ 平成21～22年度
　・ 平成23年度

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390 ［128,775］ 　（一部　雇用基金活用事業）

児童虐待防止強化事業費 22,915

　１　市町村虐待防止ネットワーク等支援事業

　２　児童虐待対応職員専門性強化事業

こども･家庭福祉課 　３　児童虐待・ＤＶ24時間ホットライン
  FAX  026-235-7390 ［10,405］

　児童虐待の相談窓口の設置と相談体制の強化
により、児童虐待の未然防止、再発防止を図りま
す。

　研修等の実施により市町村の児童相談機能
を強化します。

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

　児童虐待の通告・相談のほか、ＤＶの通報や
相談に24時間・ 365日応じ、速やかに必要な
支援を行います。

　カウンセリング研修等を実施することにより、
職員の専門性を強化します。
（一部　安心こども基金活用事業）

　情緒障害児短期治療施設（松本あさひ学園）を
松本市に建設し、諏訪湖健康学園の機能を移しま
す。

建設工事実施
開設予定

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

　・ 工賃引上げ計画策定支援及び工賃倍増計画
　　 実践モデルの構築

　工賃倍増計画に基づき、障害者授産施設等の受
注業務の拡大等を支援し、障害者の収入の増加を
図ります。

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

　地域の受入により退院可能な方に対し、コーディ
ネーター等が退院を支援します。

新
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

放課後児童健全育成事業費 671,210

　・ 事業主体　市町村
　・ 補助率　　　2/3
　・ 事業内容

こども･家庭福祉課 　　１　児童クラブの運営 か所
  FAX  026-235-7390 ［536,330］ 　　２　児童クラブの環境改善 7 か所

　　３　児童クラブの障害児受入促進 1 か所

安心こども基金事業費 1,925,337
（一部再掲）

　 １　地域子育て創生事業
 　２　母子家庭の母の資格取得支援
 　３　児童福祉施設職員等に対する研修事業
 　４　民間保育所等の施設整備
 　５　児童養護施設等の緊急環境改善事業

こども･家庭福祉課  　６　ひとり親家庭の在宅就業促進
  FAX  026-235-7390 ［289,723］

　（安心こども基金活用事業）

　子どもを安心して育てることができるよう、市町村
が行う子育て支援の取組や、児童養護施設が行う
児童の生活環境の改善等に対して助成します。

286

　ひとり親家庭等の在宅就業促進に向けて
市町村が行う取組に助成  E-mail  kodomo-katei@pref.

　　　　　　nagano.jp

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

　放課後の児童の安全で健やかな居場所として、
市町村が行う児童クラブの運営費等に対して助成
します。

新
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部　局　名 ： 環　境　部

地球温暖化対策事業費 46,918

環境政策課
 FAX 026-235-7491 [ 14,309 ]
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp

県有施設太陽光発電導入 27,624
事業費

・ 設置か所　　松本あさひ学園

環境政策課
 FAX 026-235-7491 [ 0 ]
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp

公共施設省エネ・グリーン化 156,313
推進事業費

・ 県　　　　　障害者福祉センター（設計）
・ 市町村　　８市町村（補助率10/10）

環境政策課 　（グリーンニューディール基金活用事業）
  FAX　026-235-7491 [ 0 ]
  E-mail　kankyo@pref.nagano.jp

　県及び市町村が率先して温室効果ガスの排出削
減を進めるため、公共施設の省エネ対策設備整備
や太陽光発電の導入等を実施します。

　　３　家庭の省エネ”見える化”事業
　家庭部門の温室効果ガスの削減を図るため、省
エネ知識に優れたアドバイザーによる、家庭の省
エネ指導・診断を実施します。

　県内への太陽光発電の普及・啓発を図り、低炭
素社会づくりを推進するため、県有施設に太陽光
発電を導入します。

　その他、「県下一斉ノーマイカー通勤ウィーク事
業」、「地球温暖化防止活動実践普及事業」等の
実施により、県民・事業者・行政等の協働に基づく
地球温暖化対策を推進します。

（一部　雇用基金活用事業）

１　信州エコポイント事業
　家庭部門での温暖化対策を促進するため、県民
の省エネ・エコ活動や省エネ設備機器購入などの
温暖化防止行動に応じて特典が得られる信州エコ
ポイント事業を実施します。

２　ストップ温暖化！減ＣＯ２（げんこつ）アクション
　　キャンペーン事業
　県民・企業・団体等に対し、日常の生活や事業活
動において環境に配慮した行動を実践する運動
「減ＣＯ２アクション」を広く呼びかけ、県民の地球温
暖化防止活動の促進を図ります。

事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

新

新
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事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

省エネ対策支援事業費 73,617

環境政策課
  FAX　026-235-7491 [ 360 ]
  E-mail　kankyo@pref.nagano.jp

9,422
信州クールアース推進調査
研究事業費

環境政策課
  FAX　026-235-7491 [ 0 ]
  E-mail　kankyo@pref.nagano.jp

大気環境保全推進事業費 22,439

・ 大気汚染の常時監視
・

水大気環境課
 FAX 026-235-7366 [ 22,990]
 E-mail mizutaiki@pref.nagano.jp

河川・湖沼・地下水水質保全 37,720
対策推進事業費

・

水大気環境課
 FAX 026-235-7366 [48,290]
 E-mail mizutaiki@pref.nagano.jp

　河川・湖沼等の水質の汚濁状況を把握すること
により、人の健康等に及ぼす被害を未然に防止す
るとともに、水環境を保全するための施策を実施し
ます。

基準項目の追加等に対応するため、今後の大
気常時監視体制を検討

主要河川・湖沼、河川上流域、水道水源ダム
湖及び地下水の水質常時監視

　地球温暖化による県民生活や県内産業に生じる
影響に対し適応策を講じられるよう、環境保全研究
所において、本県における温暖化の影響と今後の
予測に関する調査研究を実施するとともに、県民
への情報提供や普及啓発を行います。

　大気汚染の状況を正確に把握することにより、大
気汚染物質による健康被害等を未然に防止しま
す。

　産業・業務部門の地球温暖化対策を推進するた
め、中小企業者等の行う省エネルギー対策に向け
た取組を支援します。
　・省エネ対策設備整備や太陽光発電の導入等に
　　対する補助
　・省エネ技術に優れたアドバイザーによる技術指
　　導の実施
　・信州省エネパトロール隊の活動支援

　（一部　グリーンニューディール基金、雇用基金
　  活用事業）

新

新
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事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

合併処理浄化槽整備事業 189,050
補助金

・ 事業主体 市町村
・ 補助率 事業費の公費負担分の1/3以内

生活排水課
 FAX 026-235-7399 [199,000]
 E-mail seikatsuhaisui@pref.nagano.jp

生物多様性確保対策事業費 3,637

自然保護課
 FAX 026-235-7498 ［0］
 E-mail　shizenhogo@pref.nagano.jp 

希少野生動植物保護対策 824
事業費

自然保護課
 FAX 026-235-7498 ［841］
 E-mail　shizenhogo@pref.nagano.jp 

自然公園施設等整備事業費 10,568

自然保護課
 FAX 026-235-7498 ［10,421］
 E-mail　shizenhogo@pref.nagano.jp 

　希少野生動植物保護条例に基づく保護回復事
業計画の策定を進め、市町村、ＮＰＯ、民間団体
等の幅広い連携により、実効性のある保護対策に
取り組みます。

　 ・ 保護回復事業計画の策定
　 ・ 希少野生動植物保護監視員の委嘱
　 ・ レッドリスト改訂事業

２　ＣＯＰ１０参加・支援事業
　平成２２年１０月に名古屋市で開催される「生物
多様性条約第１０回締約国会議（ＣＯＰ１０）」に参
加・支援し、本県の自然環境や生物多様性を広く
国内外にアピールします。

３　ライチョウ保護ネットワーク事業
　減少傾向にある本県の県鳥であるライチョウの保
護を図るため、隣県とのネットワークを構築し、連携
して対策を推進します。

　自然公園等における自然環境の保全と安全で快
適な利用を図るため、老朽化した橋梁や歩道など
の県有施設の改修・補修等を行います。

１　生物多様性地域戦略策定事業
　本県の生物多様性の保全を図るため、基本とな
る「長野県生物多様性地域戦略」を策定します。

　河川等の水質汚濁を防止することを目的として、
市町村が実施する合併処理浄化槽整備事業に助
成します。

新

新
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事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

資源循環システム構築事業費 1,473

廃棄物対策課
 FAX 026-235-7259 ［1,678］
 E-mail haikibut@pref.nagano.jp

長野県廃棄物処理計画（第三 1,952
期）策定事業費

廃棄物対策課
 FAX 026-235-7259 ［0］
 E-mail haikibut@pref.nagano.jp

信州環境フェア負担金
1,800

環境政策課
 FAX 026-235-7491 [ 1,800 ]
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp

３　信州リサイクル製品認定事業
　県内で発生した循環資源を利用して製造された
リサイクル製品を認定するとともに、認定製品の率
先利用の推進及び県民・事業者への普及啓発を
行います。

４　「レジ袋削減県民スクラム運動」推進事業
　排出抑制に向けた意識啓発を図るため、事業者
と消費者団体及び県の３者が締結したレジ袋削減
のための協定に基づき、発生抑制への取組を推進
します。

　廃棄物処理法に基づき、廃棄物の減量化・資源
化及び適正な処理に関する法定計画である「長野
県廃棄物処理計画（第三期）」を策定します。

２　産業廃棄物３Ｒサポート事業
　産業廃棄物の発生抑制、資源化及び適正処理
を推進するため、廃棄物の発生抑制等の事例や技
術を普及するとともに、減量化に取り組む事業者を
支援します。

１　食品残さの発生抑制推進事業
　食品残さの発生抑制を図るため、平成２１年度に
諏訪市をモデル地域として実施している食事提供
事業者（外食産業者や宿泊業者）、消費者（食事
利用者）、行政が一体となった「食べ残しを減らす」
取組等を全県に拡大します。

　持続可能な社会の実現に向けて、県民・事業者・
ＮＰＯ・行政が相互の理解と協力のもと、環境に配
慮したライフスタイルを確立する契機とするため、
経済団体等とともに実行委員会を組織し、信州環
境フェアを開催します。

新
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部　局　名 ： 商　工　労　働　部

産学官連携推進事業費 77,355
(産学官連携拠点発展型
シーズ育成支援事業)

ものづくり振興課
 FAX 026-235-7197 [ 79,355 ]
 E-mail mono@pref.nagano.jp

地域資源製品開発支援 18,719
センター事業費

ものづくり振興課
 FAX 026-235-7197 [ 8,903 ]
 E-mail mono@pref.nagano.jp

地域資源活用型 29,549
健康食品づくり促進事業費

ものづくり振興課
 FAX 026-235-7197 [ 0 ]
 E-mail mono@pref.nagano.jp

インターネット活用型
販路開拓促進事業費 18,300

経営支援課
 FAX 026-235-7496 [ 0 ]
 E-mail keieishien＠pref.nagano.jp

地域資源活用・農商工等 52,071
連携メイクアップ事業費

産業政策課
 FAX 026-235-7496 [ 0 ]
 E-mail sansei@pref.nagano.jp

事　　　　業　　　　名

   産学官による研究開発体制を整備し、産学官連
携による研究開発事業を支援することにより、活力
あるものづくり産業の振興を図ります。

　　・(財)長野県テクノ財団に対する支援
　　・知的クラスター創成事業(第Ⅱ期)に対する
      支援
　  ・新たな技術開発助成制度の創設

   中小企業が地域資源を活用して行う製品開発を
企画の段階から一貫して支援します。

　　・デザイナー等の専門家による相談・助言
　　・新製品開発塾の開催
　　・消費者モニタリング事業

　（一部　雇用基金活用事業）

予　算　額
［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

　地域資源を活用した商品や農商工等連携による
商品の販路拡大のため、インターネットを利用した
販路開拓の取組を支援します。

　　　・ネットショップ開設に関する相談・助言
　　　・専門家によるセミナー等の開催
　　　・ネット上での「長野県フェア」の開催

　（一部　雇用基金活用事業）

　食品産業界等との産学官連携体制を構築し、地
域の農水産物の機能性を究明するとともに、これら
を活用した高付加価値加工食品の新商品化を支
援します。

　（雇用基金活用事業）

　地域資源活用・農商工等連携による新たな事業
活動に取り組む事業者の掘り起こしや支援を行うこ
とにより、県内事業者の新事業展開を推進し、地域
産業の活性化を図ります。

　　・地域資源・農商工等連携推進員の配置
　　・県外で開催される展示商談会等への出展
　　　支援

　（雇用基金活用事業）

新

新

新

新
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

信州発“食と味覚フェア” 19,500
開催事業費

産業政策課
 FAX 026-235-7496 [ 0 ]
 E-mail sansei@pref.nagano.jp

マーケティング支援センター 87,610
事業費

経営支援課
 FAX 026-235-7496 [ 61,721 ]
 E-mail keieishien＠pref.nagano.jp

企業誘致強化推進事業費 1,610,319

経営支援課
 FAX 026-235-7496 [ 1,317,290 ]
 E-mail keieishien＠pref.nagano.jp

中小企業融資制度資金 82,607,965

経営支援課
 FAX 026-235-7496 [ 65,680,736 ]
 E-mail keieishien＠pref.nagano.jp

小規模事業経営支援 2,426,170
事業費

産業政策課
 FAX 026-235-7496 [ 2,521,038 ]
 E-mail sansei@pref.nagano.jp

　県産品の消費・販路の拡大を促進するため、首
都圏で加工食品や農林水産物、地域資源活用・
農商工等連携により開発された商品の展示・販売
を行います。
　併せて、横断的な取組として、信州への誘客促
進を図ります。

　県内中小企業のマーケティング力の強化を図る
ため、販路開拓や受発注取引を支援します。

　　・マーケティングに関する相談・助言
  　・キャラバン隊等による新たな販路開拓支援の
　　  拡充
　　・各種展示会等への出展支援の拡充

　（一部　雇用基金活用事業）

　雇用の確保及び地域経済の活性化を図るため、
ものづくり産業応援助成金の助成対象範囲の拡大
等を行うとともに、研究所等の誘致に向けた取組を
強化します。

　　・ものづくり産業応援助成金の交付
　　・産学官の連携による企業誘致活動の展開
　

　（一部　雇用基金活用事業）

   金融機関、長野県信用保証協会等と協調し、中
小企業者に低利な資金をあっせんするとともに、信
用保証料の一部を補助することにより、中小企業の
事業活動に必要な資金を円滑に供給します。
　
　　・融資目標額　　1,150→1,200億円に拡大

   商工団体の機能強化と小規模企業支援策の改
革を推進し、商工団体の総合的なレベルアップを
通じて、小規模事業者の改善発達を支援します。
　

新

新
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

中小企業連携組織支援 187,871
事業費

産業政策課
 FAX 026-235-7496 [ 191,640 ]
 E-mail sansei@pref.nagano.jp

技能五輪全国大会・アビリン 64,344
ピック開催事業費

人材育成課
 FAX 026-235-7328 [ 7,532 ]
 E-mail jinzai@pref.nagano.jp

工科短期大学校・技術専門校 1,562,126
運営事業費

　※このほかに、平成21年度１月補正予算において
人材育成課 　　 1,076千円を前倒しして計上しています。
 FAX 026-235-7328 [ 1,460,632 ]
 E-mail jinzai@pref.nagano.jp

民間活用委託訓練事業費 433,376
（工科短期大学校・技術専門校
運営事業費　再掲）

人材育成課
 FAX 026-235-7328 [ 245,239 ]
 E-mail jinzai@pref.nagano.jp

商店街にぎわい再生 53,793
パッケージ事業費

産業政策課
 FAX 026-235-7496 [ 1,800 ]
 E-mail sansei@pref.nagano.jp

   新規学卒者・離転職者等に対し、就業に必要な
知識・技能・技術を習得するための職業訓練を実
施します。

   離転職者や若年者等の多様な職業能力開発
ニーズに対応するため、専修学校等の民間教育訓
練機関を活用し、就業に必要な職業訓練を実施し
ます。

   中小企業の連携組織の育成及び運営を支援
し、経営基盤の強化を図ります。
　

　平成24年に開催する技能五輪全国大会及びア
ビリンピックに向け、関係機関と連携し、円滑な大
会運営を目指すとともに、選手育成に向けた支援
策を強化・拡充します。

　（一部　雇用基金活用事業）

  後継者不足による商店の廃業やモータリーゼー
ションの進展による消費者行動の広域化等が原因
で進んでいる中心市街地の空洞化に対して、魅力
ある商店街づくりに向けた総合的な対策を講じま
す。

　（一部　雇用基金活用事業）

新
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

中心市街地再生モデル構築 24,078
事業費

産業政策課
 FAX 026-235-7496 [ 14,387 ]
 E-mail sansei@pref.nagano.jp

ジョブカフェ信州運営事業費 60,909

労働雇用課
 FAX 026-235-7327 [ 54,092 ]
 E-mail rodokoyo@pref.nagano.jp

緊急求職者サポートセンター 50,124
運営事業費

労働雇用課
 FAX 026-235-7327 [ 0 ]
 E-mail rodokoyo@pref.nagano.jp

障害者就業支援事業費 87,467

人材育成課
 FAX 026-235-7328
 E-mail jinzai@pref.nagano.jp
労働雇用課
 FAX 026-235-7327 [ 90,613 ]
 E-mail rodokoyo@pref.nagano.jp

Ｕ・Ｉターン促進事業費 13,293

労働雇用課
 FAX 026-235-7327 [ 13,592 ]
 E-mail rodokoyo@pref.nagano.jp

   離職を余儀なくされた求職者等を対象に、生活・
就労相談支援と併せ、国（ハローワーク）が行う職
業相談・職業紹介を一体的に実施します。

　（雇用基金活用事業）

   障害者の雇用の拡大を図るため、きめ細やかな
職業相談、求人開拓、職業紹介などを実施すると
ともに、職業能力開発の機会を拡大するため、障
害者の能力・適性などに応じた多様な訓練をＮＰ０
法人や民間教育訓練機関等へ委託し、就業支援
の拡充を図ります。

   Ｕ・Ｉターン就職相談会の開催や求人情報の提
供などを通じ、県外からの就職を促進します。
   また、県内企業の人材確保を図るため県外大学
等と連携し、県出身学生のＵターン就職を支援しま
す。

　（一部　雇用基金活用事業）

　 地域の人々の拠（よりどころ）である中心市街地
を再生するために、地域が一丸となって取り組む自
発的な事業に対して支援を実施します。

　　　・新たな支援地域の追加
　　　・専門家による中心市街地再生に向けての
　　　　指導・助言

  若年失業者、フリーター、学生等に対し、キャリア
コンサルティング、情報提供、職業紹介の各サービ
スをワンストップで提供するとともに、就労体験を実
施します。
  また、離職を余儀なくされた失業者に対し、緊急
雇用相談を実施し、雇用不安の解消を図ります。

　（一部　雇用基金活用事業）

新
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

労働相談事業費 10,584

労働雇用課
 FAX 026-235-7327 [ 10,664 ]
 E-mail rodokoyo@pref.nagano.jp

仕事と家庭両立支援 12,046
推進事業費

労働雇用課
 FAX 026-235-7327 [ 685 ]
 E-mail rodokoyo@pref.nagano.jp

   仕事と家庭を両立しながら働くことのできる職場
環境づくり（ワークライフバランス）を推進するため、
セミナーの開催や子育て支援に取り組む企業の表
彰等を実施します。
　 また、新たにアドバイザーによる企業訪問を行
い、制度の周知と取組へのアドバイスを実施しま
す。

　（一部　安心こども基金活用事業）

   労使間のトラブルを円滑に解決するため労働相
談を実施します。

　　・労働相談員による労働相談
　　・特別労働相談員（弁護士、社会保険労務士、
     産業カウンセラー)による専門的な労働相談
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部　局　名 ： 観　光　部

26,003

観光振興課
 FAX 026-235-7257 [12,584]
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp

　（一部　雇用基金活用事業）

ホスピタリティ向上事業費 20,932

観光振興課
 FAX 026-235-7257 [11,239]
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp

　（一部　雇用基金活用事業）

山岳ガイド資格制度のあり方 848
等検討事業費

観光企画課
 FAX 026-235-7257 [0]
 E-mail kankoki@pref.nagano.jp

デスティネーション 30,000
キャンペーン実施事業費

観光振興課
 FAX 026-235-7257 [20,000]
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp

事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

信州「食」の魅力向上事業費
　県内各地域の旬の食材を活用するなど、地産地
消を推進し、観光客に注目される地域色豊かで多
彩な信州の食の魅力の向上・発信を図ります。
　また、伝統料理や地域の食材を使ったメニューを
組み込んだグルメツアーの造成・販売を支援し、メ
ディアへの情報提供を実施します。

 　 ・食の魅力づくり実践講座の開催
　  ・県下各地のイベント、雑誌掲載による食のＰＲ
    ・都市圏のホテルでの「食フェア」の開催
 　 ・食フェアと連動した旅行商品の造成支援

　観光事業者を中心としたホスピタリティの向上のた
めの講座や、みやげ品・トイレ美化に関する検討会等
を開催するとともに、全県を挙げたおもてなし気運の
醸成を図る県民運動を実施します。

　　・信州おもてなしカレッジ（宿泊事業者向け講座）
　　　の開催
　　・みやげ品に関する調査及び検討会の実施
　　・観光地のトイレ美化に関する意見交換会の開催
　　・「さわやかに もてなそう」県民運動の実施

　中高年登山者の遭難事故増加、日程を強行する
ツアー登山の問題が表面化していることから、「登
山者に安心安全に登山を楽しんでもらうために、ど
のような山岳ガイド制度が望ましいか」をテーマに
検討します。

　・検討委員会の設置開催

　ＪＲグループとの連携による大型観光キャンペー
ンである信州デスティネーションキャンペーン（信
州ＤＣ）を県、市町村、民間団体が一体となって、
10月から12月にかけて実施し、長野県への誘客促
進を図ります。

　・信州ＤＣの県内認知度の向上と気運の醸成
　・オープニングイベント等の開催によるＰＲ
　・全国ＪＲ駅掲出５連ポスターの制作と掲出
　・総合パンフレットの制作・配布
　・テレビＣＭ、旅行雑誌、ホームページでのＰＲ
　・ウォーキングラリー等の特別企画の開催

新

新

新

新
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

24,473

観光振興課
 FAX 026-235-7257 [22,189]
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp

スノーリゾート信州構築事業費 30,333

観光振興課
 FAX 026-235-7257 [41,752]
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp

温泉地・スキー場地区再生 78,103
モデル事業費

観光振興課
 FAX 026-235-7257 [68,694]
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp

「信州道楽」誘客促進事業費

　地域の観光事業者、関係団体及び地域住民等
が連携・協働して、地域の温泉地やスキー場地区
の再生に意欲的に取り組む市町村に対し、県がモ
デル地区を設定して支援することにより、温泉宿泊
者やスキー場利用者等の増加を図ります。

　　・補助対象　市町村
　　・事業主体　観光地再生協議会
　　・補助率　　 再生協議会が実施する事業費
　　　　　　　　　　の1/2以内

　信州ＤＣの実施を契機に、1人でも多くのお客様
に長野県にお越しいただくとともに、おいでいただ
いたお客様に「もう１か所」「もう１泊」と思っていただ
けるような新たな旅の魅力づくりと情報発信を行
い、県内への誘客を促進します。

　　・新たな観光資源の発掘とPR
　　・環境に配慮した「エコ旅」の推進
　　・「諏訪大社御柱祭」などの大型催事を契機とし
　　　た周遊キャンペーンの実施
　　・信州ＤＣ終了後の宿泊促進キャンペーンの
　　　実施
　　・道の駅等で展開する「道」プロモーションの
　　　実施
　　・公共交通機関を利用した街道歩きの促進
　　・広域観光マップの作成支援

　
　信州ＤＣの実施を契機に、スキープラスαの魅力
をもった「スノーリゾート信州」の浸透定着を図り、冬
の信州への誘客を促進します。
　また、平成23年１月の日本へのスキー伝来100周
年という大きな契機を捉え、他県やスキー関係団
体と連携を図りながら全国的なスキー振興のため
のプロモーションを実施します。

　　・スキー場経営講座及びスキー指導者研修会
　　 の開催
　　・スキー発祥100周年プロモーションの実施
　　・スノーリゾート信州プロモーションの実施
　　・スノーリゾートとして誘客を促進する取組み
　　 支援
　　・スキー場経営支援会議の開催

新

新

新
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成21年度当初予算額]
　　　　　　　　（千円）

事　　　業　　　内　　　容

信濃グランセローズとの 2,791
タイアップによる広域観光
推進事業費

観光振興課
 FAX 026-235-7257 [0]
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp

28,758

観光振興課
 FAX 026-235-7257 [36,411]
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp

中国河北省経済交流推進 2,800
事業費

国際課
 FAX 026-232-1644 [0]
 E-mail kokusai@pref.nagano.jp

　友好提携をしている中国河北省との新たな経済
交流を推進します。

　・県及び県内経済関係者を構成員とする長野県
　  河北省経済交流推進協議会（仮称）の設置
　・観光、商工、農業分野の調査・協議のため、
　　経済交流調査団を河北省に派遣

　平成26年度の北陸新幹線金沢延伸を視野に、
北陸地域との広域観光を推進する視点から、ＢＣ
リーグの試合で長野県の観光のＰＲを行い、沿線５
県からの誘客促進を図ります。

　　・信濃グランセローズの県外試合での観光ＰＲ
　　・ＢＣリーグ運営会社とのスポンサー契約による
　　  観光ＰＲ

外国人旅行者戦略的誘致推進
事業費

　今後の成長市場である海外からの誘客を促進す
るため、景気の動向等を踏まえ、国・地域ごとの特
性に応じた最も効果的な誘客手法により、外国人
旅行者のさらなる増加を図ります。
　また、外国人旅行者が安心して快適に旅行でき
る環境整備を推進します。

　　・海外の旅行業者やマスコミ関係者等の招へい
　　・現地商談会や観光説明会の開催、海外旅行
　　  博への出展
　　・国内ランドオペレーター対象商談会の開催
　　・案内サインや観光案内所等の点検
　　・外国人旅行者受入実務研修会の開催
新

新
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